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参考資料１（１）

〇2040（令和22）年度には、全国で約272万人の介護職員が必要と見込まれている中、

令和５年度の介護職員数が、集計開始以降初めて減少に転じた

（出典）社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会 第１回資料
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参考資料１（２）

〇府域では、2030（令和12）年に40,654人の介護職員が不足すると推計されている

（出典）大阪府高齢者計画2024
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参考資料１（３）

〇介護関係の有効求人倍率も依然として高く、全職業より高い水準で推移

（出典）社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会 第１回資料
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参考資料１（４）

（出典）第245回社会保障審議会介護給付費分科会（R7.3.24）【参考資料】より

〇物価高騰等の影響により全産業の平均賃金が大きく上昇する中、介護職員の賃金は、随時の報酬

改定がないこと等により微増にとどまっており、賃金の差が広がっている

（訪問介護においては、令和６年度報酬改定で報酬が引き下げられた。）
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受験者数 合格率 受験者数 合格率 受験者数 合格率 受験者数 合格率 受験者数 合格率

令和4年度 79,151人 84.3％ 3,076人 46.3％ 754人 65.4％ ー ー ー ー

令和5年度 74,595人 82.8％ 2,908人 37.6％ 228人 43.8％ 1,950人 38.5％ 596人 47.0％

令和6年度 75,387人 78.3％ 3,087人 35.1％ 498人 37.9％ 4,932人 33.3％ 155人 32.3％

内、EPA 内、技能実習内、特定技能1号
全体

試験実施年度 内、留学生

参考資料１（５）

○日本での就労を希望する外国人介護人材が年々増加する一方、介護福祉士国家試験の合格率が

低い
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（出典）在留資格ごとに異なる時点での

情報を集計し、府独自で算出したデータ

過去３年間の介護福祉士国家試験受験者数及び合格率

（出典）厚生労働省報道発表資料 第35～37回介護福祉士国家試験合格発表について 掲載資料より抽出作成

府内介護施設・事業所における外国人介護人材受入状況（各年度ごとの受け入れ人数の推移）

（単位：人）
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参考資料１（６）

○障がい福祉サービス等の利用者数の増加率が、障がい福祉分野の福祉・介護職員数の増加率を

上回っており、障がい福祉関係職種の有効求人倍率は、全職種より高い水準で推移

（出典）「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 第６回資料
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参考資料１（６）

○障がい福祉サービス等の利用者数の増加率が、障がい福祉分野の福祉・介護職員数の増加率を

上回っており、障がい福祉関係職種の有効求人倍率は、全職種より高い水準で推移

（出典）「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 第６回資料
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参考資料１（７）

○府域でも、障がい福祉サービス従事者数は年々増加しているものの、障がい福祉サービスの

利用者数等も増加しており、人材不足が今後さらに深刻となる見込み

９

⾝体障がい者
⼿帳所持者
数

療育⼿帳
所持者数

精神障がい者
保健福祉⼿
帳

所持者数

⾃⽴⽀援医療
（精神通院）
受給者数

合計

令和12年 364,714 114,800 150,679 238,571 868,764
令和17年 356,905 129,941 187,026 271,649 945,521
令和22年 349,418 148,436 236,842 312,357 1,047,053

【表１】障がい者⼿帳所持者数等の将来推計（単位︓⼈）

【出典】第５次⼤阪府障がい者計画

障 害 が い 者
サービス(※１)

障 害 が い 児
サービス(※２)

合計

令和元年度 121,087 34,088 155,175
令和2年度 126,439 36,583 163,022
令和3年度 135,293 42,001 177,294
令和4年度 145,321 51,016 196,337
令和5年度 158,264 54,359 212,623

（※1）介護給付費、訓練等給付費、サービス利⽤計画の合計
（※2）介護給付費、訓練等給付費、障がい児給付費の合計

【出典】国保連データ

【表2】障がい福祉サービス従事者（常勤換算） （単位︓⼈） 【表３】障がい福祉サービス利⽤者数 （単位︓⼈）

総数
（うち常勤）

令和元年度 78,696
（54,087）

令和2年度 82,617
（56,988）

令和3年度 90,726
（63,244）

令和4年度 93,836 
（66,413）

令和5年度 111,167
（75,570）

注）⼊所施設等サービスは含まない
【出典】厚⽣労働省「社会福祉施設等調査」データ



参考資料１（８）

○約８割の障がい福祉サービス等で、職員が不足している又は余裕がないと回答

（出典）「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 第６回資料 10



参考資料１（９）

○保育士の有効求人倍率が全職種より高い水準で推移している中、配置基準の改善や

「こども誰でも通園制度」の制度化に伴い、今後も保育士の確保が必要

（出典）「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 第６回資料
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参考資料１（10）

○保育士養成校の入学者数は、大学・短大・専門学校の入学者の減少傾向を上回るペースで減少

（出典）「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 第６回資料
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参考資料１（11）

○府域では、令和７年度に最大約3,700人の保育士・保育教諭が不足する見込み

出典）大阪府子ども計画
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参考資料１（12）

○国においては、➀介護職員の処遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生
産性向上、④介護職の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整備を柱とし、総合的な介護人材確保対
策に取り組んでいる

（出典）社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会 第１回資料
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参考資料１（13）

○障がい福祉分野における人材の確保に向けて、障がい福祉サービス報酬において、処遇改善のた
めの措置を講ずるとともに、生産性向上・職場環境改善等による更なる賃上げ等を支援すること
とされている

（出典）令和７年３月障害保健福祉関係主管課長会議資料
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参考資料１（14）

○保育人材の確保に向け、都道府県に保育士・保育所支援センターの設置義務付け、地域限定保育
士試験について、全国の都道府県が実施可能となる（現在は国家戦略特区制度による試験のため、
大阪府、神奈川県、沖縄県のみ）等の総合的な対策が進められている

（出典）「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 第６回資料
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参考資料１（15）

○介護ロボットやICT等のテクノロジーを導入・活用することで、介護サービスの質の向上、

職員の負担軽減、高齢者等の自立支援による生活の質の維持・向上が図られる

（出典）いずれも、社会保障審議会介護保険部会 第120回資料（資料3）
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参考資料１（16）

〇利用者に直接触れる移動・排泄・食事等の介助や清拭などの専門性の高い直接的な介護業務と、
清掃・洗濯、配膳、必要品の買出しなどのそれ以外の間接的な業務等に仕分けを行い、
介護職員が直接的な介護業務を行い、介護助手が間接業務を行うことで、適切な役割分担の下で
ケアの質の向上が図られる

18

（出典）生産性向上に資するガイドライン

（出典）社会保障審議会介護保険部会 第99回資料（資料3）



参考資料１（17）

○障がい福祉現場においても、直接処遇業務の効率化・質の向上、間接業務の負担軽減をめざし、

生産性向上が進められている

（出典）「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 第６回資料 19



参考資料１（17）

○保育現場においては、保育所等におけるICT環境整備など、保育DXの推進による業務改善が

進められている

（出典）「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 第６回資料
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参考資料１（18）

○外国人介護人材が長期に渡り介護職員として日本で働くためには、介護福祉士の国家資格を取得

し、在留資格「介護」に切り替える必要がある

（出典）社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会 第１回資料
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参考資料１（19）

○日本語能力のレベルが高い者は介護福祉士国家試験の合格率が高く、日本語能力試験N2で53.4％、

N1では86.7％が合格している

（出典）令和６年度老人保健健康増進等事業「外国人介護人材の介護福祉士国家資格取得の支援強化に関する調査研究事業」

日本語能力試験のレベル別国家試験（筆記試験）の合否
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